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核不拡散・保障措置・核セキュリティ連絡会セッション 

保障措置に関する技術開発の現状と今後の課題 
Status and Future Challenges on R&Ds for International Safeguards 

（1）核燃料サイクルに関する保障措置の国際動向と技術開発ニーズ 

(1) Current Status of International Safeguards for Nuclear Fuel Cycle and R&Ds Needs 
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1. 概要 
 IAEA 保障措置を取り巻く国際情勢は、ここ数年大きく変化している。2016 年より、IAEA は JCPOA に

基づく活動をイランで実施しているが、米国の JCPOA 離脱により、その対応が不透明な状況が続いている。

また、2018 年 6 月の歴史的な米朝首脳会談において北朝鮮の非核化に関する議論が行われ、将来予測され

る廃棄・検証に備え、IAEA は保障措置局内に DPRK オフィスを設け、検証活動の準備を進めている。 
各国の原子力利用に関しては、原子力発電からのフェーズアウト、原子力施設の早期閉鎖ケースが増加

しており、加えて、使用済み燃料及びその保管施設が急激に増加している。第 3 世代原子炉の導入が中国、

ロシア、インド等の国を除き停滞している一方で、小型モジュラー炉（SMR）の計画が各国で進んでいる。 
IAEA は、これらの変化する国際情勢のなかで、核不拡散に対する信頼醸成を国際的に提供するために、

適切な保障措置を適用・維持する必要がある。 
 そのため IAEA は、IAEA 保障措置の最適化・能力向上の取り組みを行っており、2018 年に保障措置の

R&D 計画の改定を行い、保障措置技術開発のニーズと特にプライオリティの高い分野を明示している。本

講演では、それらの内容について報告する。 
2. 保障措置の最適化、能力向上 
2-1. 保障措置の最適化 

IAEA は、信頼性の高い保障措置を適用・維持するため、対象国の核燃料サイクル能力等を考慮し、国全

体に対する保障措置（SLA）の開発・適用を 2014 年より開始し、保障措置協定の範囲内で、保障措置の最

適化を行い、限られた IAEA のリソースの最適化を進めている。 
2-2. IAEA 保障措置能力向上 

IAEA が保障措置を実施する能力を高めることを目的として、ECAS（Enhancing the Capability of the 
Safeguards Analytical Laboratories）と MOSAIC（Modernization of Safeguards Information Technology）の二つ

のプロジェクトを実施してきた。 
- ECAS は、査察官が査察の際に収去したサンプルに対して、独立に信頼性の高い分析サービスの提供する

ために、サイバースドルフの核物質分析所を更新するプロジェクトである。加盟国からの特別拠出により、

新しい分析所の建設・運用を行い、これにより収去資料分析の品質と適時性の向上が図られている。 
-MOSAIC は、保障措置の情報分析に用いていたメインフレームを廃止し、メインフレーム上のアプリケー

ション、データベース移転するとともに、分析ツールの開発、情報セキュリティーの強化（Integrated 
Safeguards Environment (ISE)）を図るプロジェクト。加盟国からの特別拠出でシステム開発・移転等を行い、

これにより、保障措置のための新しい ITプラットフォームを構築し、情報分析能力の向上が図られている。 
3. 保障措置技術開発 

IAEA の保障措置技術開発の基本的な方針は、通常予算を使った技術開発を行わず、技術開発は、加盟国

の支援により実施するというものである。IAEA は、そのため、12 年先まで見通し、保障措置の中長期的

な課題・ニーズをまとめた R&D 計画（Research and Development Plan：STR-385）、及び、2 年間の技術目標・

マイルストンをまとめた開発実施支援計画（Development and Implementation Support Programme for Nuclear 
Verification 2018-2019）といった文書を作成している。 
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加盟国は、これらの文書に書かれている IAEA のニーズを踏まえ、主として加盟国支援計画（MSSP）の

下で技術開発を行い、成果を IAEA に提供している。 
R&D 計画については、2012 年に作成したものを、情勢変化等を踏まえ改定を行い、2018 年に加盟国に

配布している。この文書では、特にニーズの高い分野を「Top priority R&D needs」としてまとめ、それには、

情報収集・分析能力向上、検認機器の能力向上、収去資料の分析能力向上、新たな核燃料サイクル施設及

び廃止措置に向けての準備、北朝鮮の非核化等の新たな検証への準備等が含まれており、これらの分野の

技術開発を加盟国の支援を得つつ、進めている。 
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